
建設委員会議案説明資料 

令和５年６月３０日 

件 名 頁 

１ 第５０号議案 足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・ ３ 

２ 第５１号議案 足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・・・・２１ 

３ 第５２号議案 足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・・・・２１ 

４ 第５３号議案 足立区島根四丁目地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１ 

５ 第５４号議案 足立区新田地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・・・・２１ 

６ 第５５号議案 足立区六町地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・・・・２１ 

７ 第５６号議案 足立区佐野六木地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１ 

８ 第５７号議案 足立区上沼田南地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１ 

９ 第５８号議案 足立区土地区画整理事業を施行すべき区域に係る地区計画の区域 

内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例・・２１ 

10 第５９号議案 足立区中川一丁目南地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１

11 第６０号議案 足立区東綾瀬二・三丁目地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

12 第６１号議案 足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

13 第６２号議案 足立区西新井三丁目地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１



14 第６３号議案 足立区綾瀬七丁目地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１

15 第６４号議案 足立区千住大橋駅周辺地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

16 第６５号議案 足立区江北三・四丁目地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

17 第６６号議案 足立区千住旭町地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

18 第６７号議案 足立区花畑五丁目地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

19 第６８号議案 足立区竹ノ塚駅中央地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

20 第６９号議案 足立区竹の塚北地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

21 第７０号議案 足立区江北七丁目地区地区計画の区域内における建築物の 

制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・・・・・２１

22 第７１号議案 足立区興野周辺地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

23 第７２号議案 足立区東保木間一丁目地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

24 第７３号議案 足立区谷在家三丁目地区地区計画の区域内における 

建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 ・・・・・２１

25 第７４号議案 特別区道路線の認定について ・・・・・・・・・・・・・・９６ 

26 第７５号議案 損害賠償請求に関する和解について ・・・・・・・・・・・９７

（都市建設部） 
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第５０号議案説明資料 
令和５年６月３０日 

件 名 足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

所管部課名 建築室建築審査課 開発指導課 

内 容 

１ 改正理由 

さらなる地球温暖化対策の推進を図るため、都市の低炭素の促進に関

する法律及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律が改正さ

れたことに伴い、建築基準法に定める特例許認可制度等が整備された。

これを受け、本条例の一部（手数料関係）を改正する。 

２ 改正概要（別紙１参照 Ｐ４～５） 

既存建築物の省エネ改修を円滑に進めるため、建築基準法の特例許認

可制度が新たに創設されたことから、条例別表の項目に記載する事務内

容の見直しを図る。 

（１）以下３点に係る項目の追加及び改正を行う（条例別表第５）。

ア 高効率給湯設備の設置に伴う建築物の容積率に関する特例認定

イ 屋根の断熱改修や屋上への再エネ設備等の設置に伴う建築物の高

さに関する特例許可 

ウ 一団地の土地における既存建築物の省エネ性能向上を図るための

特例認定及び許可 

（２）文言の追加及び条ずれの修正を行う（条例別表第５から第７）。

３ 新旧対照表 

別紙２参照 Ｐ６～２０ 

４ 施行年月日 

公布の日より施行する。 

５ 今後の方針 

条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努める。 
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別紙１

改正概要 

（１）条例別表第５について、以下の３点に係る項目の追加及び改正を行う。

ア 住宅及び老人ホーム等に設ける高効率給湯設備のための機械室について、容積

率緩和の手続きを合理化する。 

事 務 額 

改正前 

※改正後も継続

建築物の容積率に関する特例許可の申請手数

料（建築基準法第 52条第 14項） 

16万円 

改正後 

（新設） 

高効率給湯設備の設置部分の容積率を緩和す

る特例認定の申請手数料（建築基準法第 52

条第 6項第 3号） 

2万 8,000円 

イ 屋根の断熱改修や屋上への再エネ設備等の設置に伴い、高さ制限に抵触する既

存建築物に対する特例許可制度を創設する。 

事 務 額 

改正後 

（新設） 

建築物の高さに関する特例許可の申請手数料

（建築基準法第 55条第 3項及び第 58条第 2

項） 

16万円 

ウ 無接道の敷地を含む一団地の土地において、既存建築物の省エネ性能の向上を

図るため、一団地の総合的設計制度及び連坦建築物設計制度における対象行為を

拡充する。 

（ア）道路より奥側の建築物を含む複数の既存建築物を省エネ改修するため、一団

地の総合的設計の認定又は許可を受けることを可能とする（建築基準法第 86条

第１項及び第３項）。 

事 務 額 

第 86条 

第 1項 

改
正
前

一団地内に建築される 1又は 2以上の構えを

成す建築物の特例認定申請手数料 

変更なし 

(基本額 

8万 2,000円) 
改
正
後

一団地内において建築等をする 1又は 2以上

の構えを成す建築物の特例認定申請手数料 

第 86条 

第 3項 

改
正
前

一団地内に建築される 1又は 2以上の構えを

成す建築物の特例許可申請手数料 

変更なし 

(基本額 

23万 8,000円) 
改
正
後

一団地内において建築等をする 1又は 2以上

の構えを成す建築物の特例許可申請手数料 
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（イ）（ア）で認定を受けた建築物を省エネ改修するため、再度認定及び許可を受け

ることを可能とする（建築基準法第 86条の２第１項、第２項及び第３項）。

事 務 額 

第 86 条の 2

第１項 

改
正
前

1敷地内認定建築物以外の建築物の建築の認定

申請手数料 

変更なし 

(基本額 

8万 2,000円) 
改
正
後

公告対象区域内の建築物の新築又は増築等の

認定申請手数料 

第 86 条の 2

第 2項 

及び第 3項 

改
正
前

1敷地内認定又は許可建築物以外の建築物の建

築の特例許可申請手数料 

変更なし 

(基本額 

23万 8,000円) 
改
正
後

公告対象区域内の建築物の新築又は増築等の

特例許可申請手数料 

（２）条例別表第５から第７について、文言の追加及び条ずれの修正を行う。 
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足立区事務手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区事務手数料条例 ○足立区事務手数料条例

昭和33年３月22日条例第１号 昭和33年３月22日条例第１号 

別表第５（第６条関係） 別表第５（第６条関係） 

建築・都市整備関係 建築・都市整備関係 

事務 手数料の名

称 

種別・単位 額 徴収時期 事務 手数料の名

称 

種別・単位 額 徴収時期 

１から58まで

（略） 

（略） （略） （略） （略） １から58まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） (新設) 59 建築基準法

第52条第6項第

3号の規定に基

づく建築物の

容積率に関す

る特例の認定

の申請に対す

る審査 

建築物の容

積率の特例

認定申請手

数料 

１件につき 2万8,000円 認定申請の

とき 

 

59から63まで 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 60から64まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） (新設) 65 建築基準法

第55条第3項の

規定に基づく

建築物の高さ

に関する特例

の許可の申請

建築物の高

さの特例許

可申請手数

料 

１件につき 16万円許可申請の

とき 
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改正前 改正後 

に対する審査 

64 建築基準法

第55条第３項

各号の規定に

基づく建築物

の高さの許可

の申請に対す

る審査 

建築物の高

さの許可申

請手数料 

１件につき 16万円 許可申請の

とき 

 66 建築基準法

第55条第４項

各号の規定に

基づく建築物

の高さの許可

の申請に対す

る審査 

建築物の高

さの許可申

請手数料 

１件につき 16万円 許可申請の

とき 

 

65から66まで 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 67から68まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

67 建築基準法

第58条の規定

に基づく東京

都市計画高度

地区に定める

建築物の高さ

の最高限度に

関する特例の

許可の申請に

対する審査 

高度地区内

における建

築物の高さ

の特例許可

申請手数料 

１件につき 16万円 許可申請の

とき 

 69 建築基準法

第58条第１項

の規定に基づ

く東京都市計

画高度地区に

定める建築物

の高さの最高

限度に関する

特例の許可の

申請に対する

審査 

高度地区に

おける建築

物の高さの

特例許可申

請手数料 

１件につき 16万円 許可申請の

とき 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） (新設) 70 建築基準法

第58条第2項の

規定に基づく

建築物の高さ

に関する特例

の許可の申請

高度地区に

おける建築

物の高さの

特例許可申

請手数料 

１件につき 16万円 許可申請の

とき 
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改正前 改正後 

に対する審査 

68から87まで 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 71から90まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

88 建築基準法

第86条第１項

の規定に基づ

く１の敷地と

みなすこと等

による制限の

緩和に係る特

例の認定の申

請に対する審

査 

一団地内に 

建築される 

１又は２以

上の構えを

成す建築物

の特例認定

申請手数料 

１件につき 建築物の数

が１又は２

である場合

にあっては

８万2,000

円、建築物の

数が３以上

である場合

にあっては

８万2,000円

に２を超え

る建築物の

数に２万

9,000円を乗

じて得た額

を加算した

額 

認定申請の

とき 

 91 建築基準法

第86条第１項

の規定に基づ

く１の敷地と

みなすこと等

による制限の

緩和に係る特

例の認定の申

請に対する審

査 

一団地内に

おいて建築

等をする１

又は２以上

の構えを成

す建築物の

特例認定申

請手数料 

１件につき 建築物の数

が１又は２

である場合

にあっては

８万2,000

円、建築物の

数が３以上

である場合

にあっては

８万2,000円

に２を超え

る建築物の

数に２万

9,000円を乗

じて得た額

を加算した

額 

認定申請の

とき 

 

89 （略） （略） （略） （略） （略） 92 （現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

90 建築基準法

第86条第３項

の規定に基づ

く１の敷地と

みなすこと等

一団地内に 

建築される 

１又は２以

上の構えを

成す建築物

１件につき 建築物の数

が１又は２

である場合

にあっては

23万8,000

許可申請の

とき 

 93 建築基準法

第86条第３項

の規定に基づ

く１の敷地と

みなすこと等

一団地内に

おいて建築

等をする１

又は２以上

の構えを成

１件につき 建築物の数

が１又は２

である場合

にあっては

23万8,000

許可申請の

とき 
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改正前 改正後 

による制限の

緩和に係る特

例の許可の申

請に対する審

査 

の特例及び

敷地内に広

い空地を有

する建築物

の各部分の

高さ又は容

積率に関す

る特例許可

申請手数料 

円、建築物の

数が３以上

である場合

にあっては

23万8,000円

に２を超え

る建築物の

数に２万

9,000円を乗

じて得た額

を加算した

額 

による制限の

緩和に係る特

例の許可の申

請に対する審

査 

す建築物の

特例及び敷

地内に広い

空地を有す

る建築物の

各部分の高

さ又は容積

率に関する

特例許可申

請手数料 

円、建築物の

数が３以上

である場合

にあっては

23万8,000円

に２を超え

る建築物の

数に２万

9,000円を乗

じて得た額

を加算した

額 

91 （略） （略） （略） （略） （略） 94 （現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

92 建築基準法

第86条の２第

１項の規定に

基づく１敷地

内認定建築物

以外の建築物

の建築の認定

の申請に対す

る審査 

１敷地内認

定建築物以

外の建築物

の認定申請

手数料 

１件につき 建築物（１敷

地内認定建

築物を除く。

以下この項

において同

じ。）の数が

１である場

合にあって

は８万2,000

円、建築物の

数が２以上

である場合

にあっては

８万2,000円

認定申請の

とき 

 95 建築基準法

第86条の２第

１項の規定に

基づく建築物

の新築又は増

築等の認定の

申請に対する

審査 

公告対象区

域内の建築

物の新築又

は増築等の

認定申請手

数料 

１件につき 建築物の数

が１である

場合にあっ

ては８万

2,000円、建

築物の数が

２以上であ

る場合にあ

っては８万

2,000円に１

を超える建

築物の数に

２万9,000円

を乗じて得

認定申請の

とき 

 

9



改正前 改正後 

に１を超え

る建築物の

数に２万

9,000円を乗

じて得た額

を加算した

額 

た額を加算

した額 

93 建築基準法

第86条の２第

２項又は第３

項の規定に基

づく１敷地内

認定建築物又

は１敷地内許

可建築物以外

の建築物の建

築に関する特

例の許可の申

請に対する審

査 

１敷地内認

定建築物又

は１敷地内

許可建築物

以外の建築

物の建築に

関する特例

許可申請手

数料 

１件につき 建築物（１敷

地内認定建

築物又は１

敷地内許可

建築物を除

く。以下この

項において

同じ。）の数

が１である

場合にあっ

ては23万

8,000円、建

築物の数が

２以上であ

る場合にあ

っては23万

8,000円に１

を超える建

築物の数に

２万9,000円

を乗じて得

許可申請の

とき 

 96 建築基準法

第86条の２第

２項又は第３

項の規定に基

づく建築物の

新築又は増築

等に関する特

例の許可の申

請に対する審

査 

公告対象区

域内の建築

物の新築又

は増築等に

関する特例

許可申請手

数料 

１件につき 建築物の数

が１である

場合にあっ

ては23万

8,000円、建

築物の数が

２以上であ

る場合にあ

っては23万

8,000円に１

を超える建

築物の数に

２万9,000円

を乗じて得

た額を加算

した額 

許可申請の

とき 
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改正前 改正後 

た額を加算

した額 

94から99まで 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 97から102まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

 

100 建築基準法

施行規則（昭和

25年建設省令

第40号）第11条

の４第１項に

規定する建築

計画概要書（当

該建築計画に

係る同項に規

定する処分等

概要書を含

む。）、築造計

画概要書、定期

調査報告概要

書、定期検査報

告概要書及び

全体計画概要

書の写しの交

付 

建築計画概

要書等の写

しの交付手

数料 

１件につき 300円 交付申請の

とき 

 103 建築基準法

施行規則（昭和

25年建設省令

第40号）第11条

の３第１項に

規定する建築

計画概要書（当

該建築計画に

係る同項に規

定する処分等

概要書を含

む。）、築造計

画概要書、定期

調査報告概要

書、定期検査報

告概要書及び

全体計画概要

書の写しの交

付 

建築計画概

要書等の写

しの交付手

数料 

１件につき 300円 交付申請の

とき 

 

101から111まで 

（略） 

（略） （略） （略） （略） 104から114まで 

（現行のとお

り） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 

（現行のと

おり） 
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足立区事務手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正前 改正後 

○足立区事務手数料条例 ○足立区事務手数料条例

昭和33年３月22日条例第１号 昭和33年３月22日条例第１号 

別表第６（第６条関係） 別表第６（第６条関係） 

事務 手数料の名称及び額 徴収

時期 

事務 手数料の名称及び額 徴収

時期 都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律（平

成24年

法律第

84号）

第54条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素建築

物新築

等計画

の認定

の申請

に対す

る審査 

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料 

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の額は、次

の１及び２に掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申

請に併せて都市の低炭素化の促進に関する法律第54条

第２項の規定に基づく申出があった場合においては、

１の建築物について別表第５の９の項に掲げる額（申

請に係る計画に特定建築基準適合審査をする部分が含

まれる場合においては当該部分ごとに同表11の項に掲

げる額の手数料を加えた額、建築基準法第87条の４に

規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては

当該昇降機１基について同表19の項又は21の項に掲げ

る額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

（現行

のとお

り） 

（現行のとおり） 

１ 申請に併

せて区長が

指定する者

（以下「適

合性確認機

関」とい

う。）が作

成した都市

の低炭素化

(１) 一戸建て住宅（人の居住以外の用

途に供する部分を有しないものに限る。

以下同じ。） 

認定

申請

のと

き 

１ 申請に併

せて区長が

指定する者

（以下「適

合性確認機

関」とい

う。）が作

成した都市

の低炭素化

(１) （現行のとおり） 認定

申請

のと

き (２) 共

同住宅

等（共

同住

宅、長

屋その

ア 住戸ごとの申請の場合 (２) 共

同住宅

等（共

同住

宅、長

屋その

（削除） 

イ 

１

の

建

築

(ア) 住戸の部分（人の

居住の用途に供する

部分に限る。以下同

じ。） 

（削

除） 

ア 住戸の部分（人の

居住の用途に供する

部分に限る。以下同

じ。） 

(イ) 共用廊下等の部 イ 共用 部

12



改正前 改正後 

 の促進に関

する法律第

54条第１項

各号に掲げ

る基準に適

合している

ことを示す

書類が提出

された場合 

他一戸

建て住

宅以外

の住宅

をい

う。以

下同

じ。） 

物

の

申

請

の

場

合 

分（住宅の用途に供す

る共用廊下、共用階段

その他共用部分をい

う。以下同じ。） 

  の促進に関

する法律第

54条第１項

各号に掲げ

る基準に適

合している

ことを示す

書類が提出

された場合 

他一戸

建て住

宅以外

の住宅

をい

う。以

下同

じ。） 

分（住宅の用途に供す

る共用廊下、共用階段

その他共用部分をい

う。以下同じ。） 

 

    

    

    

    

 (ウ) 非住宅の部分（住

戸の部分及び共用廊

下等の部分以外の部

分をいう。以下同じ。） 

  ウ  非住宅の部分（住

戸の部分及び共用  

   部分以外の部

分をいう。以下同じ。） 

 

 

 (３) (１)及び(２)以外の建築物   (３) (１)及び(２)以外の建築物  

 ２ １に定め

る以外の場

合 

(１) 一

戸建て

住宅 

誘導仕様基準（建築物エネル

ギー消費性能基準等を定める

省令（平成28年経済産業省・

国土交通省令第１号）第10条

第１項第２号イ⑵及び同号ロ

⑵に定める基準をいう。以下

この表において同じ。）によ

る場合 

  ２ １に定め

る以外の場

合 

(１) 一

戸建て

住宅 

誘導仕様基準（住宅部分の外

壁、窓等を通しての熱の損失の

防止に関する誘導基準及び一

次エネルギー消費量に関する

誘導基準（令和４年国土交通省

告示第1106号）をいう。以下同

じ。）による場合 

 

誘導仕様基準以外による場合 誘導仕様基準以外による場合 

 (２) 共

同住宅

等 

ア 住戸の部分   (２) 共

同住宅

等 

ア 住戸の部分  

 イ 共用廊下等の部分   イ 共用    部分  

 ウ 非住宅の部分   ウ 非住宅の部分  

 (３) (１)及び(２)以外の建築物   (３) (１)及び(２)以外の建築物  

 都市の

低炭素

化の促

進に関

低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料 

低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料の額

は、次の(１)及び(２)に掲げる区分に応じて、次に掲

げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する

  （現行

のとお

り） 

（現行のとおり）  
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改正前 改正後 

する法

律第55

条第１

項の規

定に基

づく低

炭素建

築物新

築等計

画の変

更の認

定の申

請に対

する審

査 

 

法律第55条第２項の規定において準用する同法第54条

第２項の規定に基づく申出があった場合においては、

１の建築物について別表第５の９の項に掲げる額（申

請に係る計画に特定建築基準適合審査をする部分が含

まれる場合においては当該部分ごとに同表11の項に掲

げる額の手数料を加えた額、建築基準法第87条の４に

規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては

当該昇降機１基について同表19の項又は21の項に掲げ

る額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

 １ 申請に併

せて適合性

確認機関が

作成した都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

第54条第１

項各号に掲

げる基準に

適合してい

ることを示

す書類が提

出された場

合 

(１) 一戸建て住宅 変更

認定

申請

のと

き 

  １ 申請に併

せて適合性

確認機関が

作成した都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

第54条第１

項各号に掲

げる基準に

適合してい

ることを示

す書類が提

出された場

合 

(１) 一戸建て住宅 変更

認定

申請

のと

き 

 

 (２) 共

同住宅

等 

ア 住戸ごとの申請の場合   (２) 共

同住宅

等 

（削除）  

 イ 

１

の

建

築

物

の

申

請

の

場

合 

(ア) 住戸の部分   （削

除） 

ア  住戸の部分  

 (イ) 共用廊下等の部

分 

  イ  共用    部

分 

 

 (ウ) 非住宅の部分   ウ  非住宅の部分  

 (３) (１)及び(２)以外の建築物   (３) (１)及び(２)以外の建築物  

 ２ １に定め

る以外の場

合 

(１) 一戸建て住宅   ２ １に定め

る以外の場

合 

(１) 一戸建て住宅  

 (２) 共

同住宅

等 

ア 住戸の部分   (２) 共

同住宅

等 

ア 住戸の部分  

 イ 共用廊下等の部分   イ 共用    部分  

ウ 非住宅の部分   ウ 非住宅の部分  
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改正前 改正後 

 (３) (１)及び(２)以外の建築物   (３) (１)及び(２)以外の建築物  

備考 備考 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 
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足立区事務手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正前 改正後 

○足立区事務手数料条例 ○足立区事務手数料条例 

昭和33年３月22日条例第１号 昭和33年３月22日条例第１号 

別表第７（第６条関係） 別表第７（第６条関係） 

建築・都市整備関係 建築・都市整備関係 

 
事務 手数料の名称及び額 

徴収

時期 

  
事務 手数料の名称及び額 

徴収

時期 

 

 １から２ （省略）   １から２ （現行のとおり）  

 ３ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律第

35条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画の認

定の申

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数

料の額は、次の(１)及び(２)に掲げる区分に応じて、

次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第35条第２項の規定に基

づく申出があった場合においては、１の建築物につ

いて別表第５の９の項に掲げる額（申請に係る計画

に特定建築基準適合審査をする部分が含まれる場合

においては当該部分ごとに同表11の項に掲げる額の

手数料を加えた額、建築基準法第87条の４に規定す

る昇降機に係る部分が含まれる場合においては当該

昇降機１基について同表19の項又は21の項に掲げる

額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額） 

認定

申請

のと

き 

  ３ （現行

のとお

り） 

（現行のとおり） 認定

申請

のと

き 

 

 (１) 申請に併せて

区長が別に定める

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律第35

条第１項各号に掲

ア 一戸建て住宅   (１) 申請に併せて

区長が別に定める

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律第35

条第１項各号に掲

ア 一戸建て住宅  

 イ 

ア

以

外

の

(ア) 住戸ごとの申請

の場合 

  イ 

ア

以

外

の

（削除）  

 (イ) 住宅部分（建築物   

 
（削 住宅部分（建築物  
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改正前 改正後 

請に対

する審

査 

げる基準に適合し

ていることを示す

書類が提出された

場合 

建

築

物 

１の

建築

物の

場合 

のエネルギー消

費性能の向上に

関する法律第11

条第１項に規定

する住宅部分を

いう。以下同じ。） 

 げる基準に適合し

ていることを示す

書類が提出された

場合 

建

築

物 

除） のエネルギー消

費性能の向上に

関する法律第11

条第１項に規定

する住宅部分を

いう。以下同じ。） 

    

    

    

 非住宅部分   非住宅部分  

 (２) (１)に定める以外の場合   (２) (１)に定める以外の場合  

 ４ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律第

36条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画の変

更の認

定の申

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手

数料 

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請

手数料の額は、次の(１)及び(２)に掲げる区分に応

じて、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律第36条第２項にお

いて準用する同法第35条第２項の規定に基づく申出

があった場合においては、１の建築物について別表

第５の９の項に掲げる額（申請に係る計画に特定建

築基準適合審査をする部分が含まれる場合において

は当該部分ごとに同表11の項に掲げる額の手数料を

加えた額、建築基準法第87条の４に規定する昇降機

に係る部分が含まれる場合においては当該昇降機１

基について同表19の項又は21の項に掲げる額の手数

料を加えた額）の手数料を加えた額） 

変更

認定

申請

のと

き 

  ４ （現行

のとお

り） 

（現行のとおり） 変更

認定

申請

のと

き 

 

 (１) 申請に併せて

区長が別に定める

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律第35

ア 一戸建て住宅   (１) 申請に併せて

区長が別に定める

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律第35

ア 一戸建て住宅  

 イ 

ア

以

外

(ア) 住戸ごとの申請

の場合 

  イ 

ア

以

外

（削除）  

 (イ) 

１の

住宅部分   （削

除) 

住宅部分  

非住宅部分 非住宅部分 
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改正前 改正後 

請に対

する審

査 

条第１項各号に掲

げる基準に適合し

ていることを示す

書類が提出された

場合 

の

建

築

物 

建築

物の

場合 

条第１項各号に掲

げる基準に適合し

ていることを示す

書類が提出された

場合 

の

建

築

物 

 (２) (１)に定める以外の場合   (２) (１)に定める以外の場合  

 ５ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律第

41条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準に

適合し

ている

旨の認

定の申

請に対

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の

認定申請手数料 

建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨

の認定申請手数料の額は、次の(１)及び(２)に掲げ

る区分に応じて、次に掲げる額 

認定

申請

のと

き 

  ５ （現行

のとお

り） 

（現行のとおり） 認定

申請

のと

き 

 

 (１) 申請に併せて区長が別に定める建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律第２条第１項第

３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合してい

ることを示す書類が提出された場合 

  （現行のとおり）  

 (２) (１)に定める

以外の場合 

ア 

一

戸

建

て

住

宅 

(ア) 性能基準（省令第

１条第１項第２号イ

(１)及び同号ロ(１)に

定める基準をいう。）に

よる場合 

  (２) (１)に定める

以外の場合 

ア 

一

戸

建

て

住

宅 

（現行のとおり）  

    

 (イ) モデル住宅法（省

令第１条第１項第２号

イ(２)及び同号ロ(２)

に定める基準をいう。）

による場合 

  （現行のとおり）  

    

 (ウ) 仕様基準（省令第

１条第１項第２号イ

(３)及び同号ロ(３)

  (ウ) 仕様基準（省令第

１条第１項第２号イ

(３)及び同号ロ(３)
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改正前 改正後 

する審

査 

に定める基準をいう。

以下同じ。）     

    による場合 

に定める基準をいう。

以下同じ。）又は誘導

仕様基準による場合 

 イ 

ア

以

外

の

建

築

物 

(ア) 

住宅

部分 

性能基準（省令第

１条第１項第２

号イ(１)及び同

号ロ(１)又は同

項第３号に定め

る基準をいう。以

下この表におい

て同じ。）による

場合 

  イ 

ア

以

外

の

建

築

物 

(ア) 

住宅

部分 

（現行のとおり）   

    

    

    

 フロア入力法（省

令第１条第１項

第２号イ(２)及

び同号ロ(２)に

定める基準をい

う。以下この表に

おいて同じ。）に

よる場合 

  （現行のとおり）  

    

    

    

 仕様基準    

     によ

る場合 

  仕様基準又は誘

導仕様基準によ

る場合 

 

 (イ) 非住宅部分   (イ) 非住宅部分   

 ６ （省略）   ６ （現行のとおり）  

備考 備考 

１から13 （省略） １から13 （現行のとおり） 

14 向上計画認定申請手数料等                   又14 向上計画認定申請手数料等（誘導仕様基準以外による場合に限る。）又
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改正前 改正後 

は建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（性

能基準又はフロア入力法による場合に限る。）について、共同住宅の一の

建築物の申請の場合の手数料の額は、住戸部分の額に共用部分の額を加算

した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場

合は、当該共用部分の額は加算しない。 

は建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（性

能基準又はフロア入力法による場合に限る。）について、共同住宅の一の

建築物の申請の場合の手数料の額は、住戸部分の額に共用部分の額を加算

した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場

合は、当該共用部分の額は加算しない。 

15 向上計画認定申請手数料等（誘導仕様基準による場合に限る。）又は建

築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（仕様基

準        による場合に限る。）について、共同住宅の一の建築

物の申請の場合の手数料の額は、共用部分の額を加算しないものとする。 

15 向上計画認定申請手数料等（誘導仕様基準による場合に限る。）又は建

築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定申請手数料（仕様基

準又は誘導仕様基準による場合に限る。）について、共同住宅の一の建築

物の申請の場合の手数料の額は、共用部分の額を加算しないものとする。 

16 （省略） 16 （現行のとおり） 
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第５１号～第７３号議案説明資料 

令和５年６月３０日 

件   名 
足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例 他２２件 

所管部課名 建築室建築審査課 

内   容 

１ 地区計画の概要 

  地区計画とは、地域特性を考慮し、住民意向を反映させ、まちの将

来像やまちづくりの方針、道路や公園などの配置、建物や敷地などに

ついての建築ルールなどを定め、その地区にふさわしいまちづくりを

進めることを目的とする都市計画法に基づく制度 

 

２ 条例改正の理由及び概要 

（別紙１「条例改正一覧」参照 Ｐ２６～２９） 

（１）都市計画決定に伴う改正 

改
正
理
由 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（以下「長期優良住宅

法」という。）の一部改正等に伴い、当区の都市計画マスタープ

ランにおいて土地の高度利用を図るべき地域として位置付けた、

六町地区を含む６地区の地区計画変更が都市計画決定したことを

受け、４件の地区計画条例の一部を改正する。 

地区計画変更地区 ６地区 改正条例名（略称） ４件 

六町地区 六町地区地区計画条例 

舎人・古千谷本町地区 土地区画整理事業施行すべき区域

内条例 神明南地区 

千住仲町地区 防災街区整備地区計画条例 

千住三丁目地区 千住三丁目地区地区計画条例 

(条例に容積率の最高限度を規定

していないため改正の必要なし) 

竹ノ塚駅中央地区 竹ノ塚駅中央地区地区計画条例 
 

 

改
正
概
要 

ア 長期優良住宅法による容積率の割増し規定※１の適用可能 

【六町地区、舎人・古千谷本町地区、千住仲町地区、 

竹ノ塚駅中央地区】 

イ 長期優良住宅法による建物高さの緩和規定※２の適用可能 

【竹ノ塚駅中央地区】 

ウ 総合設計制度による容積率の割増し規定※１の適用可能 

【舎人・古千谷本町地区】 
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改
正
概
要 

エ 地区計画の変更に伴う改正 

【神明南地区】 

（ア）新たな地区区分の設定（幹線道路沿道地区Ｂ） 

（イ）新規地区における建築制限の規定 

（２）地区計画の制限内容と整合を図るための改正 

改
正
理
由 

ア 平成１６年に土地区画整理事業を施行すべき区域内の条例を

制定した際、それより以前に制定した７条例を含め、地区計画

に定めのない「建築基準法による容積率の割増し規定」を地域

住民へ説明することなく、条例に規定し施行した。 

イ 平成１６年以降に制定した１５条例について、同様に「建築

基準法による容積率の割増し規定」を条例に規定し施行した。 

ウ 平成２７年にマンションの建替え等の円滑化に関する法律（以

下「マン建法」という。）の一部改正が行われた際、地区計画

に定めのない「マン建法による容積率の割増し規定」を地域住

民へ説明することなく、５つの条例に規定し施行した。 

エ その他２条例について、地区計画に定めのない「総合設計制

度による容積率の割増し規定」及び「建築基準法による建物高

さの緩和規定」を地域住民へ説明することなく、条例に規定し

施行した。 

 

  以上、４点について、地区計画の制限内容と不整合が生じて

いることが判明したため、当該規定を削除すべく地区計画条例

の一部を改正する。 

改
正
概
要 

ア 総合設計制度による容積率の割増し規定※１の削除 

【興野周辺地区】 

イ 建築基準法による容積率の割増し規定※３の削除 

【高野地区ほか３２地区】 

ウ 建築基準法による建物高さの緩和規定※２の削除 

【竹ノ塚駅中央地区】 

エ マン建法による容積率の割増し規定※１の削除 

【六町地区ほか１４地区】 

（３）関係法の改正に伴う改正 

改
正
理
由 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下

「バリアフリー法」という。）の一部改正に伴い、号番を修正す

る。 

改
正
概
要 

バリアフリー法の一部改正に伴う号番の修正 

【高野地区ほか３２地区】 
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※１ 市街地環境の整備改善に資する公開空地を確保させるなどの一

定のルールに基づき、特例的に容積率の割増しを認める制度 

※２ 容積率の割増しを認めるにあたり、あわせて建築物の高さ制限

を超えることを認める制度 

※３ 延べ面積に対して機械室等の面積が著しく大きな建築物、周囲

に広い公園広場、道路その他の空地を有する建築物について、特

例的に容積率の割増しを認める制度 

 

３ 都市計画決定までの対応経緯 

（別紙２「対象区域・変更内容」参照 Ｐ３０～３５） 

（１）神明南地区地区計画変更に伴う地区計画原案の説明会 
  ア 令和４年５月２７日～２８日（辰沼小学校体育館） 
  イ 延べ参加区民 ５９名 
  ウ 主な質疑等 
    Ｑ１：第二種高度地区と第三種高度地区の違いを教えてほしい。 
    Ａ１：北側隣地境界線の立ち上がり高さが異なるなど、説明会資

料を活用して丁寧に説明。 
    Ｑ２：今回の都市計画変更において、都市計画道路沿道３０ｍ区

域の境界線が敷地にまたがる場合の取扱いを教えてほしい。 
    Ａ２：用途地域、高度地区、防火地域及び準防火地域などそれぞ

れの制限に応じて取扱いが変わることを丁寧に説明。 
    Ｑ３：今回の都市計画変更と都市計画道路整備事業の関係はどの

ようになっているのか教えてほしい。 
    Ａ３：都市計画変更は令和５年度を目指して決定する。道路整備

事業は時間がかかると思うが、補助第１０９号線をもとに

建替えができるように手続きをしている。新しいルールに

基づいて建物の計画をしてほしい。 
（２）長期優良住宅法改正に伴う地区計画原案の個別説明会 
  ア 令和４年１０月１４～２２日（区役所を含む５会場） 

イ 延べ参加区民 ２７名 
ウ 主な質疑等 

Ｑ１：今回の地区計画変更理由は何か。 
Ａ１：長期優良住宅法改正に伴い、長期優良住宅型総合設計制度

の活用が可能となった。区の都市計画マスタープランで拠

点の位置付けがある地区で制度の活用を可能とするため、

地区計画の変更を行う。 
Ｑ２：変更箇所は容積率の最高限度の内容だけか。 
Ａ２：竹ノ塚駅中央地区は容積率の最高限度に加え、高さの最高

限度もあわせて変更する。 
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（３）神明南地区地区計画変更に伴う地区計画原案の縦覧等 
  ア 公 告    令和４年 ６月 ６日 
  イ 縦 覧         ６月 ６日～２０日 
  ウ 意見書受付       ６月 ６日～２７日（意見なし） 
（４）長期優良住宅法改正に伴う地区計画原案の縦覧等 
  ア 公 告        １０月１４日 
  イ 縦 覧        １０月１４日～２８日 
  ウ 意見書受付      １０月１４日～１１月４日（意見なし） 
（５）神明南地区地区計画変更に伴う地区計画案の縦覧等 
  ア 公 告        １２月 １日 
  イ 縦 覧        １２月 １日～１５日 
  ウ 意見書受付      １２月 １日～１５日（意見なし） 
（６）長期優良住宅法改正に伴う地区計画案の縦覧等 
  ア 公 告    令和５年 ２月２１日 
  イ 縦 覧         ２月２１日～３月７日 
  ウ 意見書受付       ２月２１日～３月７日（意見なし） 

（７）都市計画決定告示 

  ア 六町地区地区計画     
３月３０日 足立区告示第１４０号 

  イ 足立北部地域舎人・古千谷本町地区地区計画 
３月３０日 足立区告示第１４１号 

  ウ 千住三丁目地区地区計画  
３月３０日 足立区告示第１４２号 

エ 竹ノ塚駅中央地区地区計画 
３月３０日 足立区告示第１４３号 

オ 千住仲町地区防災街区整備地区計画 
３月３０日 足立区告示第１４４号 

カ 足立東部地域神明南地区地区計画 
４月２８日 足立区告示第２１４号 

 

４ 改正内容 

別紙３「新旧対照表（案）」参照 Ｐ３６～Ｐ９２ 
 

５ 施行年月日 

  公布の日から施行する。 

 

６ 今後の方針 

  条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努める。 
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７ 参考（地区計画等の策定状況） 

（別紙４「地区計画等 位置図」参照 Ｐ９３～９５） 

種別 地区数 策定面積等 

地区計画 54 約1,274.4ha 

防災街区整備地区計画  5 約204.7ha 

沿道地区計画  6 約92.19ha、延長 約15.3km 
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条例改正一覧 

都市計画決定に伴う改正   ●改正項目         地区計画との不整合項目

議

案

番

号 

条例名 

（略称） 

地区 

計画 

都市計画決定に伴う改正 
地区計画の制限内容と 

整合を図るための改正 

（5） 
バリア
フリー
法の一
部改正
に伴う
号番の
修正 

（1）
長期優
良住宅
法によ
る容積
率の割
増し規
定の適
用 

※1 

（2）
長期優
良住宅
法によ
る建物
高さの
緩和規
定の適
用 

（3）
総合設
計制度
による
容積率
の割増
し規定
の適用 

・削除 

※2 

（4） 

ア 
建築基
準法に
よる容
積率の
割増し
規定の
削除 

※3 

イ 
建築基
準法に
よる建
物高さ
の緩和
規定の
削除 

※3 

ウ 
マン建
法によ
る容積
率の割
増し規
定の削
除 

※4 

51 
高野地区地

区計画条例 
高野地区    ●   ● 

52 

花畑北部地

区地区計画

条例 

花畑北部

地区 
   ●   ● 

53 
島根四丁目

地区地区計

画条例 

島根四丁

目地区 
   ●   ● 

54 
新田地区地

区計画条例 新田地区    ●   ● 

55 
六町地区地

区計画条例 六町地区 ●   ●  ● ● 

56 
佐野六木地

区地区計画

条例 

佐野六木

地区 
   ●   ● 

57 
上沼田南地

区地区計画

条例 

上沼田南

地区 
   ●   ● 

58 

土地区画整

理事業を施

行すべき区

域内条例 

舎人･古

千谷本町

地区 

●  
● 

適用 
●  ● ● 

西伊興地

区 
   ●  ● ● 

東伊興地

区 
   ●  ● ● 

平野･東

六月町地

区 

   ●  ● ● 

神明南地

区 ※５ 
   ●  ● ● 

神明西地

区 
   ●  ● ● 

神明地区    ●  ● ● 

別紙１ 
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都市計画決定に伴う改正   ●改正項目        地区計画との不整合項目 

 

 

議

案

番

号 

条例名 

（略称） 

地区 

計画 

都市計画決定に伴う改正 
地区計画の制限内容と 

整合を図るための改正 

（5） 
バリア
フリー
法の一
部改正
に伴う
号番の
修正 

（1）
長期優
良住宅
法によ
る容積
率の割
増し規
定の適
用 

※1 

（2）
長期優
良住宅
法によ
る建物
高さの
緩和規
定の適
用 

（3）
総合設
計制度
による
容積率
の割増
し規定
の適用 

・削除 

※2 

（4） 

ア 
建築基
準法に
よる容
積率の
割増し
規定の
削除 

※3 

イ 
建築基
準法に
よる建
物高さ
の緩和
規定の
削除 

※3 

ウ 
マン建
法によ
る容積
率の割
増し規
定の削
除 

※4 

58 

土地区画整

理事業を施

行すべき区

域内条例 

南花畑

一･三･四

丁目地区 

   ●  ● ● 

花畑七･

八丁目地

区 

   ●  ● ● 

59 
中川一丁目

南地区地区

計画条例 

中川一丁

目南地区 
   ●   ● 

60 

東綾瀬二･

三丁目地区

地区計画条

例 

東綾瀬

二･三丁

目地区 

   ●   ● 

61 
防災街区整

備地区計画

条例 

足立一･

二･三･四

丁目地区 

       

関原一丁

目地区 
   ●  ● ● 

西新井駅

西口周辺

地区 

   ●  ● ● 

千住仲町

地区 
●   ●  ● ● 

千住西地

区 
       

62 

西新井三丁

目地区地区

計画条例 

西新井三

丁目地区 
   ●   ● 

63 
綾瀬七丁目

地区地区計

画条例 

綾瀬七丁

目地区 
   ●   ● 

－ 
千住三丁目

地区地区計

画条例 

千住三丁

目地区 

条例に建築物の容積率の最高限度が 

規定されていないため改正の必要なし 
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都市計画決定に伴う改正   ●改正項目        地区計画との不整合項目 

※１ 長期優良住宅法第１８条第１項の規定に基づき、構造及び設備について長期にわたり良好

な状態で使用するための措置を講じた共同住宅で、公開空地が確保され、交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がなく、市街地環境の整備改善に資すると認めて区が許可した建築物

は容積率の割増しが可能となる。 

議

案

番

号 

条例名 

（略称） 

地区 

計画 

都市計画決定に伴う改正 
地区計画の制限内容と 

整合を図るための改正 

（5） 
バリア
フリー
法の一
部改正
に伴う
号番の
修正 

（1）
長期優
良住宅
法によ
る容積
率の割
増し規
定の適
用 

※1 

（2）
長期優
良住宅
法によ
る建物
高さの
緩和規
定の適
用 

（3）
総合設
計制度
による
容積率
の割増
し規定
の適用 

・削除 

※2 

（4） 

ア 
建築基
準法に
よる容
積率の
割増し
規定の
削除 

※3 

イ 
建築基
準法に
よる建
物高さ
の緩和
規定の
削除 

※3 

ウ 
マン建
法によ
る容積
率の割
増し規
定の削
除 

※4 

64 

千住大橋駅

周辺地区地

区計画条例 
※６ 

千住大橋

駅周辺地

区 

   ●   ● 

65 
江北三･四

丁目地区地

区計画条例 

江北三･

四丁目地

区 

   ●   ● 

66 
千住旭町地

区地区計画

条例 

千住旭町

地区 
   ●  ● ● 

67 
花畑五丁目

地区地区計

画条例 

花畑五丁

目地区 
   ●   ● 

68 

竹ノ塚駅中

央地区地区

計画条例 

竹ノ塚駅

中央地区 
● ●  ● ●  ● 

69 

竹の塚北地

区地区計画

条例 

竹の塚北

地区 
   ●   ● 

70 
江北七丁目

地区地区計

画条例 

江北七丁

目地区 
   ●   ● 

71 
興野周辺地

区地区計画

条例 

興野周辺

地区 
  

● 

削除 
●  ● ● 

72 
東保木間一

丁目地区地

区計画条例 

東保木間

一丁目地

区 

   ●   ● 

73 
谷在家三丁

目地区地区

計画条例 

谷在家三

丁目地区 
   ●   ● 
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※２ 建築基準法第５９条の２第１項の規定に基づき、敷地内に歩行者が日常的に通行または利

用できる公開空地が確保され、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、市街地環境

の整備改善に資すると認めて区が許可した建築物は容積率の割増しが可能となる。 

※３ 建築基準法第５２条第１４項の規定に基づき、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認めて区が許可した建築物は容積率の割増しが可能となる。あわせて、建物高さの最

高限度を緩和する。 

※４ マン建法第１０５条第１項の規定に基づき、老朽化が進み維持修繕が困難な要除却認定マ

ンションの建替えに伴い、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、市街地環境の整

備改善に資すると認めて区が許可した建築物は容積率の割増しが可能となる。 

※５ 地区計画の変更に伴う新たな地区区分の設定（幹線道路沿道地区Ｂ）及び建築制限を規定

する。 

※６ 地区計画と整合を図るため、条例付則に経過措置規定を追加する。 
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＜神明南地区の地区区分図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
建築物等に関するルール① （新たに追加） 

 幹線道路沿道地区 B 

ア 建築物等の用途の制限  ホテルまたは旅館は建築不可 

建築物等に関するルール② （変更あり） 

 幹線道路沿道地区 B 

イ 容積率の最高限度 ３００％（一部地区では特定行政庁の認定がない場合、８０％） 

ウ 建蔽率の最高限度 ６０％（一部地区では接道条件を満たさない場合、４０％） 

エ 高さの最高限度 ―（１２ｍの高さ制限を廃止） 

建築物等に関するルール③ （変更なし） 

 幹線道路沿道地区 B 

オ 敷地面積の最低限度  新たに分割する際の敷地面積は８３㎡以上 

カ 壁面の位置の制限  壁面の位置は道路境界から 0.6ｍ以上 

 角地では底辺２ｍの二等辺三角形部分は建築不可 

キ 形態・色彩・意匠の制限  屋根や外壁等の色合いは落ち着いたもの 

屋外広告物は美観、風致、災害時の安全性を考慮 

ク 垣又は柵の構造の制限  垣又は柵は、生垣又はフェンス 

建築物等に関するルール④ 地区計画全地区 

住環境の保全のために、特定行政庁の許可による容積率の緩和を廃止する 

対象区域・変更内容 
 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1
の地形図を利用して作成したものである。（承認番号）3 都市基交著

第 57 号（承認番号）3 都市基街都第 188 号、令和 3 年 9 月 14 日 
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  足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 ○足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

平成６年12月26日条例第55号 平成６年12月26日条例第55号 

 

第１条 （省略） 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成16年足立区告示第240号に定め

る東京都市計画地区計画高野地区地区計画（以下「地区計画」という。）

の区域内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画高野

地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第12条の

５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画

の区域」という。）に適用する。 

  

（建築物の用途の制限） （建築物の用途の制限） 

第３条 前条に規定する地区計画の区域に係る地区整備計画において区分さ

れた地区（以下「地区の細区分」という。）内においては、別表の地区の

細区分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築して

はならない。 

第３条 前条に規定する地区整備計画の区域において区分された地区（以下

「地区の細区分」という。）内においては、別表の地区の細区分に応じ、

それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはならない。 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 

１～４ （省略） 

第４条 

１～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

別紙３ 第５１号議案 

36



改正前 改正後 

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

  

第５条 （省略） 第５条 （現行のとおり） 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第６条 建築物の敷地面積は、83.0平方メートル以上でなければならない。

ただし、足立区細街路整備条例（平成24年足立区条例第61号）に基づき指

定された路線の拡幅若しくは築造により敷地面積が83.0平方メートル未満

となる場合土地区画整理事業における換地面積が83.0平方メートル未満の

場合又は区長が良好な居住環境を害するおそれがないと認めて許可した場

合は、この限りでない。 

第６条 建築物の敷地面積は、83.0平方メートル以上でなければならない。

ただし、足立区細街路整備条例（平成24年足立区条例第61号）に基づき指

定された路線の拡幅若しくは築造により敷地面積が83.0平方メートル未満

となる場合、土地区画整理事業における換地面積が83.0平方メートル未満

の場合又は区長が良好な居住環境を害するおそれがないと認めて許可した

場合は、この限りでない。 

２ （省略） ２ （現行のとおり） 

３ （省略） ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ （省略） ４ （現行のとおり） 

  

第７条～第15条 （省略） 第７条～第15条 （現行のとおり） 

  

    付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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    足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成８年12月24日条例第46号 平成８年12月24日条例第46号 

 

第１条～第３条 （省略） 

 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 

１～４ （省略） 

第４条 

１～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第14条 （省略） 

 

第５条～第14条 （現行のとおり） 

 

    付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

第５２号議案 
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     足立区島根四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区島根四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

○足立区島根四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

平成11年７月14日条例第30号 平成11年７月14日条例第30号 

 

第１条 （省略） 

 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成16年足立区告示第239号に定め

る東京都市計画地区計画島根四丁目地区地区計画（以下「地区計画」とい

う。）の区域内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画島根

四丁目地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第

12条の５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整

備計画の区域」という。）に適用する。 

 

（建築物の用途の制限） （建築物の用途の制限） 

第３条 前条に規定する地区計画の区域に係る地区整備計画において区分さ

れた地区（以下「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区

分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはな

らない。 

第３条 前条に規定する地区整備計画の区域において区分された地区（以下

「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区分に応じ、それ

ぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはならない。 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

第５３号議案 
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改正前 改正後 

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

  

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第５条  第５条  

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 省略 ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ 省略 ４ （現行のとおり） 

  

第６条～第14条 （省略） 第６条～第14条 （現行のとおり） 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 
  この条例は、公布の日から施行する。 
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  足立区新田地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区新田地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 ○足立区新田地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

平成13年３月30日条例第27号 平成13年３月30日条例第27号 

 

第１条 （省略） 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成20年足立区告示第579号に定め

る東京都市計画地区計画新田地区地区計画（以下「地区計画」という。）

の区域のうち地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画の区域」

という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画新田

地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第12条の

５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画

の区域」という。）に適用する。 

 

（建築物の用途の制限） （建築物の用途の制限） 

第３条 前条に規定する地区計画の区域に係る地区整備計画において区分さ

れた地区（以下「地区の区分」という。）のうち、既成住宅地区Ａ、既成

住宅地区Ｂ及び既成住宅地区Ｃ以外の地区においては別表の地区の区分に

応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物以外の建築物を、既

成住宅地区Ａ、既成住宅地区Ｂ及び既成住宅地区Ｃにおいては別表の地区

の区分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築して

はならない。 

第３条 前条に規定する地区整備計画の区域において区分された地区（以下

「地区の区分」という。）のうち、既成住宅地区Ａ、既成住宅地区Ｂ及び

既成住宅地区Ｃ以外の地区においては別表の地区の区分に応じ、それぞれ

同表ア欄に掲げる用途に供する建築物以外の建築物を、既成住宅地区Ａ、

既成住宅地区Ｂ及び既成住宅地区Ｃにおいては別表の地区の区分に応じ、

それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはならない。 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 

１～４ （省略） 

第４条 

１～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

第５４号議案 
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改正前 改正後 

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第４条の２ 第４条の２ 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 省略 ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ 省略 ４ （現行のとおり） 

  

第５条～第13条 （省略） 第５条～第13条 （現行のとおり） 

    付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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  足立区六町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区六町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 ○足立区六町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

平成14年６月28日条例第32号 平成14年６月28日条例第32号 

 

第１条 （省略） 

 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成17年足立区告示第166号に定め

る東京都市計画地区計画六町地区地区計画（以下「地区計画」という。）

の区域のうち地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画の区域」

という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画六町

地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第12条の

５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画

の区域」という。）に適用する。 

 

（建築物の用途の制限）  

第３条 前条に規定する地区計画の区域に係る地区整備計画において区分さ

れた地区（以下「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区

分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはな

らない。 

第３条 前条に規定する地区整備計画の区域において区分された地区（以下

「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区分に応じ、それ

ぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはならない。 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 

１～４ （省略） 

第４条 

１～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

第５５号議案 
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改正前 改正後 

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

７ 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した

建築物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項の規定による限度

を超えるものとすることができる。 

６ 法第59条の２第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物及び長期

優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）第18条第１項

の規定により特定行政庁が許可した建築物（地区の区分のうち駅周辺地区

及び商業業務地区の区域内の建築物に限る。）の容積率は、その許可の範

囲内において、第１項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

 

第５条 （省略） 第５条 （現行のとおり） 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第６条 第６条 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 省略 ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ 省略 ４ （現行のとおり） 

  

第７条～第15条 （省略） 第７条～第15条 （現行のとおり） 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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    足立区佐野六木地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区佐野六木地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区佐野六木地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成14年６月28日条例第33号 平成14年６月28日条例第33号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４（現状のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第15条 （省略） 第５条～第15条 （現状のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 
  この条例は、公布の日から施行する。 

第５６号議案 
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    足立区上沼田南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区上沼田南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区上沼田南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成15年６月30日条例第26号 平成15年６月30日条例第26号 

  

第１条 （省略） 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成17年足立区告示第163号に定め

る東京都市計画地区計画上沼田南地区地区計画（以下「地区計画」という。）

の区域のうち地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画の区域」

という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画上沼

田南地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第12

条の５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備

計画の区域」という。）に適用する。 

 

（建築物の用途の制限） （建築物の用途の制限） 

第３条 前条に規定する地区計画の区域に係る地区整備計画において区分さ

れた地区（以下「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区

分に応じ、それぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはな

らない。 

第３条 前条に規定する地区整備計画の区域において区分された地区（以下

「地区の区分」という。）内においては、別表の地区の区分に応じ、それ

ぞれ同表ア欄に掲げる用途に供する建築物を建築してはならない。 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

第５７号議案 
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改正前 改正後 

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条 （省略） 

 

第５条 （現行のとおり） 

 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第６条 第６条 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 省略 ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ 省略 ４ （現行のとおり） 

  

第７条～第15条 （省略） 第７条～第15条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 
  この条例は、公布の日から施行する。 
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足立区土地区画整理事業を施行すべき区域に係る地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区土地区画整理事業を施行すべき区域に係る地区計画の区域内に

おける建築物の制限に関する条例 

○足立区土地区画整理事業を施行すべき区域に係る地区計画の区域内に

おける建築物の制限に関する条例 

平成16年10月25日条例第38号 平成16年10月25日条例第38号 

 

第１条 （省略） 

 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

  

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、別表第１に掲げる地区整備計画が

定められた区域（以下「地区整備計画の区域」という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法第20条第１項の規定による都市計画

の決定の告示があった別表第１に掲げる地区計画の区域のうち、同法第12

条の５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備

計画の区域」という。）に適用する。 

 

第３条 （省略） 第３条 （現行のとおり） 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

第５８号議案 
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改正前 改正後 

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

７ 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した

建築物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項の規定による限度

を超えるものとすることができる。 

６ 法第59条の２第１項又は長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成

20年法律第87号）第18条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物

（足立北部地域舎人・古千谷本町地区地区整備計画の地区の区分のうち駅

周辺地区②の区域内の建築物に限る。）の容積率は、その許可の範囲内に

おいて、第１項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 
 この条例は、公布の日から施行する。 

  
別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 
 地区整備計画の区域の

名称 

区域   地区計画の名称  

 足立北部地域舎人・古

千谷本町地区地区整備

計画区域 

東京都市計画地区計画足立北部地域舎人・古

千谷本町地区地区計画の区域のうち、地区整

備計画が定められた区域（平成16年６月24日

足立区告示第225号） 

  足立北部地域舎人・古千谷本町地区地区計画  

 足立北部地域西伊興地

区地区整備計画区域 

東京都市計画地区計画足立北部地域西伊興地

区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定

められた区域（平成16年６月24日足立区告示

第226号） 

  足立北部地域西伊興地区地区計画  

 足立北部地域東伊興地東京都市計画地区計画足立北部地域東伊興地   足立北部地域東伊興地区地区計画  
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改正前 改正後 

区地区整備計画区域 区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定

められた区域（平成29年11月30日足立区告示

第492号） 

 足立東部地域平野・東

六月町地区地区整備計

画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域平野・東

六月町地区地区計画の区域のうち、地区整備

計画が定められた区域（平成25年９月30日足

立区告示第430号） 

  足立東部地域平野・東六月町地区地区計画  

 足立東部地域神明南地

区地区整備計画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域神明南地

区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定

められた区域（平成16年６月24日足立区告示

第229号） 

  足立東部地域神明南地区地区計画  

 足立東部地域神明地区

地区整備計画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域神明地区

地区計画の区域のうち、地区整備計画が定め

られた区域（平成16年６月24日足立区告示第

230号） 

  足立東部地域神明地区地区計画  

 足立東部地域神明西地

区地区整備計画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域神明西地

区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定

められた区域（平成16年６月24日足立区告示

第231号） 

  足立東部地域神明西地区地区計画  

 足立東部地域南花畑

一・三・四丁目地区地

区整備計画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域南花畑

一・三・四丁目地区地区計画の区域のうち、

地区整備計画が定められた区域（平成16年６

月24日足立区告示第232号） 

  足立東部地域南花畑一・三・四丁目地区地区計画  

 足立東部地域花畑七・

八丁目地区地区整備計

画区域 

東京都市計画地区計画足立東部地域花畑七・

八丁目地区地区計画の区域のうち、地区整備

計画が定められた区域（平成16年６月24日足

立区告示第233号） 

  足立東部地域花畑七・八丁目地区地区計画  

別表第２（第３条―第５条、第８条関係） 別表第２（第３条―第５条、第８条関係） 
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改正前 改正後 

 

地区整備

計画の区

域の名称 

地区の区分 

ア イ ウ エ   

地区整備

計画の区

域の名称 

地区の区分 

ア イ ウ エ  

 

建築物の

用途の制

限 

建築物の容積率の

最高限度 

建築物の

建蔽率の

最高限度 

建築物

の高さ

の最高

限度 

  

建築物の

用途の制

限 

建築物の容積率の

最高限度 

建築物の

建蔽率の

最高限度 

建築物

の高さ

の最高

限度 

 

 １ ２   １ ２  

 
公共施設

の整備の

状況に応

じた容積

率の最高

限度（暫

定容積

率） 

当該地区

整備計画

の区域の

特性に応

じた容積

率の最高

限度（目

標容積

率） 

  
公共施設

の整備の

状況に応

じた容積

率の最高

限度（暫

定容積

率） 

当該地区

整備計画

の区域の

特性に応

じた容積

率の最高

限度（目

標容積

率） 

 

 足立北部

地域舎

人・古千

谷本町地

区地区整

備計画区

域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４    足立北部

地域舎

人・古千

谷本町地

区地区整

備計画区

域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４   

 住宅地区②        住宅地区②       

 住宅地区③        住宅地区③       

 沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ   沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ  

 沿道地区②        沿道地区②       

 幹線道路沿

道地区 

       幹線道路沿

道地区 

      

 駅周辺地区

① 

風俗営業

等の規制

及び業務

の適正化

等に関す

る法律

（昭和23

年法律第

      駅周辺地区

① 

風俗営業

等の規制

及び業務

の適正化

等に関す

る法律

（昭和23

年法律第

     

 駅周辺地区

② 

10分の８ 10分の40 10分の４    駅周辺地区

② 

10分の８ 10分の40 10分の４   
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改正前 改正後 

122号）第

２条第１

項第２

号、第３

号及び第

５号に規

定する風

俗営業を

営む建築

物 

122号）第

２条第１

項第２

号、第３

号及び第

５号に規

定する風

俗営業を

営む建築

物 

 駅周辺地区

③ 

  10分の20     駅周辺地区

③ 

  10分の20    

 足立北部

地域西伊

興地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４    足立北部

地域西伊

興地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４   

 住宅地区②        住宅地区②       

 沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ   沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ  

 沿道地区②        沿道地区②       

 幹線道路沿

道地区① 

 10分の８ 10分の30 10分の４    幹線道路沿

道地区① 

 10分の８ 10分の30 10分の４   

 幹線道路沿

道地区② 

 10分の20      幹線道路沿

道地区② 

 10分の20     

 足立北部

地域東伊

興地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３    足立北部

地域東伊

興地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３   

 住宅地区②  10分の８  10分の４    住宅地区②  10分の８  10分の４   

 住宅地区③  10分の６  10分の３ 12ｍ   住宅地区③  10分の６  10分の３ 12ｍ  

 住宅地区④        住宅地区④       

 沿道地区①  10分の６ 10分の15 10分の３ 12ｍ   沿道地区①  10分の６ 10分の15 10分の３ 12ｍ  

 沿道地区②  10分の８  10分の４    沿道地区②  10分の８  10分の４   

 沿道地区③        沿道地区③       

 幹線道路沿 10分の８ 10分の30 10分の４    幹線道路沿 10分の８ 10分の30 10分の４   
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改正前 改正後 

道地区① 道地区① 

 幹線道路沿

道地区② 

 10分の20      幹線道路沿

道地区② 

 10分の20     

 幹線道路沿

道地区③ 

       幹線道路沿

道地区③ 

      

 準工業地区        準工業地区       

 足立東部

地域平

野・東六

月町地区

地区整備

計画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３    足立東部

地域平

野・東六

月町地区

地区整備

計画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３   

 住宅地区②  10分の８ 10分の４    住宅地区②  10分の８ 10分の４   

 住宅地区③  10分の６ 10分の３    住宅地区③  10分の６ 10分の３   

 沿道地区①  12ｍ   沿道地区①  12ｍ  

 沿道地区②  10分の８ 10分の４   沿道地区②  10分の８ 10分の４  

 幹線道路沿

道地区① 

 10分の６ 10分の30 10分の３    幹線道路沿

道地区① 

 10分の６ 10分の30 10分の３   

 幹線道路沿

道地区② 

 10分の８ 10分の４    幹線道路沿

道地区② 

 10分の８ 10分の４   

 幹線道路沿

道地区③ 

 10分の20     幹線道路沿

道地区③ 

 10分の20    

 足立東部

地域神明

南地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４    足立東部

地域神明

南地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４   

 住宅地区②        住宅地区②       

 沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ   沿道地区①  10分の８ 10分の15 10分の４ 12ｍ  

 沿道地区②        沿道地区②       

 幹線道路沿

道地区① 

 10分の20 10分の30     幹線道路沿

道地区Ａ① 

 10分の20 10分の30    

 幹線道路沿

道地区② 

       幹線道路沿

道地区Ａ② 

      

幹線道路沿

道地区Ｂ① 

ホテル又

は旅館 

10分の８ 10分の30 10分の４  

幹線道路沿     
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改正前 改正後 

道地区Ｂ② 

 準工業地区        準工業地区       

 足立東部

地域神明

地区地区

整備計画

区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３    足立東部

地域神明

地区地区

整備計画

区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３   

 住宅地区②  10分の８  10分の４    住宅地区②  10分の８  10分の４   

 沿道地区①  10分の６  10分の３ 12ｍ   沿道地区①  10分の６  10分の３ 12ｍ  

 沿道地区②  10分の８  10分の４    沿道地区②  10分の８  10分の４   

 沿道地区③        沿道地区③       

 沿道住宅地

区 

ホテル又

は旅館 

10分の15 10分の30 10分の５    沿道住宅地

区 

ホテル又

は旅館 

10分の15 10分の30 10分の５   

 幹線道路沿

道地区① 

10分の６ 10分の30 10分の30    幹線道路沿

道地区① 

10分の６ 10分の30 10分の３   

 幹線道路沿

道地区② 

10分の８  10分の４    幹線道路沿

道地区② 

10分の８  10分の４   

 幹線道路沿

道地区③ 

      幹線道路沿

道地区③ 

     

 足立東部

地域神明

西地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３    足立東部

地域神明

西地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３   

 住宅地区②  10分の８  10分の４    住宅地区②  10分の８  10分の４   

 沿道地区①  10分の６  10分の３ 12ｍ   沿道地区①  10分の６  10分の３ 12ｍ  

 沿道地区②        沿道地区②       

 足立東部

地域南花

畑一・

三・四丁

目地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４    足立東部

地域南花

畑一・

三・四丁

目地区地

区整備計

画区域 

住宅地区①  10分の８ 10分の15 10分の４   

 住宅地区②        住宅地区②       

 沿道地区        沿道地区       

 幹線道路沿

道地区 

       幹線道路沿

道地区 

      

 準工業地区        準工業地区       

 足立東部 住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３    足立東部 住宅地区①  10分の６ 10分の15 10分の３   
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改正前 改正後 

 地域花畑

七・八丁

目地区地

区整備計

画区域 

住宅地区②        地域花畑

七・八丁

目地区地

区整備計

画区域 

住宅地区②       

 幹線道路沿

道地区 

       幹線道路沿

道地区 
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      足立区中川一丁目南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区中川一丁目南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

○足立区中川一丁目南地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

平成16年10月25日条例第39号 平成16年10月25日条例第39号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

第５条～第13条 （省略） 

 

第５条～第13条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第５９号議案 
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        足立区東綾瀬二・三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区東綾瀬二・三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限

に関する条例 

○足立区東綾瀬二・三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限

に関する条例 

平成17年３月25日条例第15号 平成17年３月25日条例第15号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第６０号議案 

57



       足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

○足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

平成17年10月24日条例第59号 平成17年10月24日条例第59号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

 

７ 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した

建築物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項第１号及び第２号

の規定による限度を超えるものとすることができる。 

６ 法第59条の２第１項又は長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成

20年法律第87号）第18条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物

（別表第１第４項の地区計画の地区の区分のうちミリオン通り沿道地区の

区域内の建築物に限る。）の容積率は、その許可の範囲内において、第１

項第２号の規定による限度を超えるものとすることができる。 

第６１号議案 
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改正前 改正後 

 

第５条～第21条 （省略） 

 

第５条～第21条 （現行のとおり） 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  

別表第１（第２条、第６条、第７条関係） 別表第１（第２条、第６条、第７条関係） 

 項 防災街区整備地区計画   項 防災街区整備地区計画  

 １ 東京都市計画防災街区整備地区計画足立一・二・三・四丁目地

区防災街区整備地区計画（平成27年３月６日足立区告示第90

号） 

  １ 東京都市計画防災街区整備地区計画足立一・二・三・四丁目地

区防災街区整備地区計画（削除） 

 

 ２ 東京都市計画防災街区整備地区計画関原一丁目地区防災街区

整備地区計画（平成17年６月15日足立区告示第260号） 

  ２ 東京都市計画防災街区整備地区計画関原一丁目地区防災街区

整備地区計画（削除） 

 

 ３ 東京都市計画防災街区整備地区計画西新井駅西口周辺地区防

災街区整備地区計画（平成27年12月17日足立区告示第549号） 

  ３ 東京都市計画防災街区整備地区計画西新井駅西口周辺地区防

災街区整備地区計画（削除） 

 

 ４ 東京都市計画防災街区整備地区計画千住仲町地区防災街区整

備地区計画（平成20年２月６日足立区告示第262号） 

  ４ 東京都市計画防災街区整備地区計画千住仲町地区防災街区整

備地区計画（削除） 

 

 ５ 東京都市計画防災街区整備地区計画千住西地区防災街区整備

地区計画（令和元年７月26日足立区告示第334号） 

  ５ 東京都市計画防災街区整備地区計画千住西地区防災街区整備

地区計画（削除） 

 

  

 

59



      足立区西新井三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区西新井三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

○足立区西新井三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

平成17年12月19日条例第83号 平成17年12月19日条例第83号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第６２号議案 
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     足立区綾瀬七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区綾瀬七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

○足立区綾瀬七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

平成18年６月29日条例第50号 平成18年６月29日条例第50号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第６３号議案 
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       足立区千住大橋駅周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区千住大橋駅周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

○足立区千住大橋駅周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

平成19年７月11日条例第45号 平成19年７月11日条例第45号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

 

７ （省略） ６ （現行のとおり） 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

  

第６４号議案 
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改正前 改正後 

付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ 主要区画道路１号及び区画道路１号の供用開始の告示がされるまでの

間は、改正後の別表商業複合地区Ｂの項イの１の欄は「10分の20」と、

同項イの２の欄は「10分の30」とする。 

 ３ 区画道路１号の供用開始の告示がされるまでの間は、改正後の別表住

宅地区Ｄの項イの１の欄は「10分の20」と、同項イの２の欄は「10分の

30」とする。 

 ４ 足立区画街路第11号の供用開始の告示がされるまでの間は、改正後の

別表駅前地区Ａの項イの１の欄は「10分の30」と、同項イの２の欄は「10

分の40」と、同表駅前地区Ｂの項イの１の欄は「10分の30」と、同項イ

の２欄は「10分の40」と、同表幹線道路沿道地区Ｂの項イの１の欄は「10

分の30」と、同項イの２の欄は「10分の60」とする。 

 

別表（第３条―第７条、第９条関係） 別表（第３条―第７条、第９条関係） 

 

地区

の区

分 

ア イ ウ エ オ カ   

地区

の区

分 

ア イ ウ エ オ カ  

 

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率

の最高限度 

建築

物の

容積

率の

最低

限度 

建築

物の

建蔽

率の

最高

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の最

高限

度 

  

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率

の最高限度 

建築

物の

容積

率の

最低

限度 

建築

物の

建蔽

率の

最高

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の最

高限

度 

 

 １ ２   １ ２  

 公共施

設の整

備の状

況に応

じた容

積率の

最高限

度（暫定

当該地

区整備

計画の

区域の

特性に

応じた

容積率

の最高

  公共施

設の整

備の状

況に応

じた容

積率の

最高限

度（暫定

当該地

区整備

計画の

区域の

特性に

応じた

容積率

の最高
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改正前 改正後 

容積率） 限度（目

標容積

率） 

容積率） 限度（目

標容積

率） 

 商業

複合

地区

Ａ 

１ 戸建住宅、長

屋 

10分の

20 

10分の

30 

  6,000㎡ 30ｍ   商業

複合

地区

Ａ 

１ 戸建住宅、長

屋 

10分の

20 

10分の

30 

  6,000㎡ 30ｍ  

 ２ 共同住宅、寄

宿舎又は下宿 

      ２ 共同住宅、寄

宿舎又は下宿 

     

 ３ 住宅で事務

所、店舗その他こ

れらに類する用

途を兼ねるもの 

        ３ 住宅で事務

所、店舗その他こ

れらに類する用

途を兼ねるもの 

       

 ４ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

        ４ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

       

 ５ 老人ホーム、

身体障害者福祉

ホームその他こ

れらに類するも

の 

        ５ 老人ホーム、

身体障害者福祉

ホームその他こ

れらに類するも

の 

       

 ６ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

        ６ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

       

64



改正前 改正後 

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

ものを除く。） 

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

ものを除く。） 

 ７ 倉庫業を営

む倉庫 

        ７ 倉庫業を営

む倉庫 

       

 ８ 自動車教習

所 

        ８ 自動車教習

所 

       

 ９ 風俗営業等

の規制及び業務

の適正化等に関

する法律（昭和23

年法律第122号。

以下「風営法」と

いう。）第２条第

１項に規定する

風俗営業を営む

建築物及び同条

第６項に規定す

る店舗型性風俗

特殊営業を営む

建築物 

        ９ 風俗営業等

の規制及び業務

の適正化等に関

する法律（昭和23

年法律第122号。

以下「風営法」と

いう。）第２条第

１項に規定する

風俗営業を営む

建築物及び同条

第６項に規定す

る店舗型性風俗

特殊営業を営む

建築物 

       

 10 ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

        10 ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ
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改正前 改正後 

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

 11 ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

        11 ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

       

 商業

複合

地区

Ｂ 

１ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

    500㎡    商業

複合

地区

Ｂ 

１ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

    500㎡   

     ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

       ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

  

 ２ 老人ホーム、

身体障害者福祉

ホームその他こ

れらに類するも

       ２ 老人ホーム、

身体障害者福祉

ホームその他こ

れらに類するも
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改正前 改正後 

の た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

う建築

行為に

ついて

は、この

限りで

ない。 

の た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

う建築

行為に

ついて

は、この

限りで

ない。 

 ３ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

ものを除く。） 

       ３ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

ものを除く。） 

    

 ４ 倉庫業を営

む倉庫 

       ４ 倉庫業を営

む倉庫 

      

 ５ 自動車教習

所 

       ５ 自動車教習

所 

      

 ６ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

        ６ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

       

 ７ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

        ７ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ
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る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

 ８ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

        ８ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

       

 ９ 主要区画道

路１号に面する

１階部分の主た

る用途が次に掲

げる用途以外の

建築物 

        ９ 主要区画道

路１号に面する

１階部分の主た

る用途が次に掲

げる用途以外の

建築物 

       

 (１) 建築基準

法施行令第130条

の５の３各号に

掲げるもの 

        (１) 建築基準

法施行令第130条

の５の３各号に

掲げるもの 

       

 (２) 事務所         (２) 事務所        
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 (３) 診療所、病

院 

        (３) 診療所、病

院 

       

 (４) 保育所、児

童厚生施設 

        (４) 保育所、児

童厚生施設 

       

 (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観

覧場 

        (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観

覧場 

       

 (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

        (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

       

 (７) ホテル又

は旅館 

        (７) ホテル又

は旅館 

       

 業務

複合

地区 

１ カラオケボ

ックスその他こ

れに類するもの 

 10分の

22 

  2,000㎡    業務

複合

地区 

１ カラオケボ

ックスその他こ

れに類するもの 

10分の

20 

10分の

22 

  2,000㎡   

 ２ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

        ２ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

       

 ３ 自動車教習

所 

        ３ 自動車教習

所 

       

 ４ 風営法第２

条第１項に規定

        ４ 風営法第２

条第１項に規定
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する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

 ５ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

        ５ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

       

 住宅

地区

Ａ 

１ 戸建住宅、長

屋 

 10分の

38 

10分

の25 

10分

の５ 

6,000㎡ 150ｍ   住宅

地区

Ａ 

１ 戸建住宅、長

屋 

 10分の

38 

10分

の25 

10分

の５ 

6,000㎡ 150ｍ  

 ２ ホテル又は

旅館 

     ２ ホテル又は

旅館 

    

 住宅

地区

Ｂ 

３ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

 10分の

30 

 10分

の６ 

2,000㎡ 90ｍ   住宅

地区

Ｂ 

３ 工場（自家販

売のための食品

製造業（食品加工

業を含む。）を営

むパン屋、菓子屋

その他これらに

類するもので、作

業場に供する部

分の床面積の合

計が50㎡以内の

 10分の

30 

 10分

の６ 

2,000㎡ 90ｍ  

 住宅

地区

Ｃ 

    6,000㎡ 60ｍ   住宅

地区

Ｃ 

    6,000㎡ 60ｍ  
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ものを除く。） ものを除く。） 

 ４ 危険物の貯

蔵又は処理に供

するもの 

        ４ 危険物の貯

蔵又は処理に供

するもの 

       

 ５ 自動車教習

所 

        ５ 自動車教習

所 

       

 ６ 畜舎         ６ 畜舎        

 ７ 自動車車庫

（建築物に付属

するものを除

く。） 

        ７ 自動車車庫

（建築物に付属

するものを除

く。） 

       

 住宅

地区

Ｄ 

１ ホテル又は

旅館 

    83㎡ 30ｍ   住宅

地区

Ｄ 

１ ホテル又は

旅館 

    83㎡ 30ｍ  

 ２ 危険物の貯

蔵又は処理に供

するもの 

    ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

   ２ 危険物の貯

蔵又は処理に供

するもの 

    ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

  

 ３ 自動車教習

所 

       ３ 自動車教習

所 

    

 ４ 畜舎        ４ 畜舎     

71



改正前 改正後 

う建築

行為に

ついて

は、この

限りで

ない。 

う建築

行為に

ついて

は、この

限りで

ない。 

 

 工場

業務

地区 

１ 物販店、飲食

店その他これら

に類する用途の

もので、その用途

に供する部分の

延べ面積の合計

が3,000㎡を超え

るもの 

 10分の

24 

  2,000㎡    工場

業務

地区 

１ 物販店、飲食

店その他これら

に類する用途の

もので、その用途

に供する部分の

延べ面積の合計

が3,000㎡を超え

るもの 

10分の

20 

10分の

24 

  2,000㎡   

 ２ カラオケボ

ックスその他こ

れに類するもの 

        ２ カラオケボ

ックスその他こ

れに類するもの 

       

 ３ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

        ３ マージャン

屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票

券発売所、場外車

券売場その他こ

れらに類するも

の 

       

 ４ 建築基準法

別表第２（る）項

第１号(１)から

(31)まで（(19)を

        ４ 法別表第２

（る）項第１号

(１)から(31)ま

で（(19)を除く。）
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除く。）に掲げる

工場 

に掲げる工場 

 ５ 建築基準法

別表第２（る）項

第１号(19)に掲

げる工場であっ

て、当該部分の床

面積の合計が

12,500㎡を超え

るもの 

        ５ 法別表第２

（る）項第１号

(19)に掲げる工

場であって、当該

部分の床面積の

合計が12,500㎡

を超えるもの 

       

 ６ 建築基準法

別表第２（る）項

第２号に掲げる

危険物の貯蔵又

は処理に供する

もの 

        ６ 法別表第２

（る）項第２号に

掲げる危険物の

貯蔵又は処理に

供するもの 

       

 ７ 倉庫業を営

む倉庫 

        ７ 倉庫業を営

む倉庫 

       

 ８ 自動車教習

所 

        ８ 自動車教習

所 

       

 ９ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

        ９ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 
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 10 ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

        10 ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

       

 駅前

地区

Ａ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

10分の

30 

10分の

40 

  500㎡ 60ｍ   駅前

地区

Ａ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

    500㎡ 60ｍ  

   ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

う建築

行為又

は良好

な居住

     ただし、

足立区

画街路

第11号

線の整

備に協

力し代

替地と

して譲

渡され

た土地

の全部

を１の

敷地と

して行

う建築

行為又

は良好

な居住

  

 ２ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

       ２ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

    

 ３ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

       ３ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン
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スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

環境を

害する

おそれ

がない

として

区長が

認めた

ものに

ついて

は、この

限りで

ない。 

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

環境を

害する

おそれ

がない

として

区長が

認めた

ものに

ついて

は、この

限りで

ない。  ４ 足立区画街

路第11号線に面

する１階部分の

主たる用途が次

に掲げる用途以

外の建築物 

       ４ 足立区画街

路第11号線に面

する１階部分の

主たる用途が次

に掲げる用途以

外の建築物 

      

 (１) 建築基準

法施行令第130条

の５の３各号に

掲げるもの 

       (１) 建築基準

法施行令第130条

の５の３各号に

掲げるもの 

      

 (２) 事務所        (２) 事務所       

 (３) 診療所、病

院 

       (３) 診療所、病

院 

      

 (４) 保育所、児

童厚生施設 

       (４) 保育所、児

童厚生施設 

      

 (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観

       (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観
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覧場 覧場 

 (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

        (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

       

 (７) ホテル又

は旅館 

        (７) ホテル又

は旅館 

       

 (８) 駐輪場         (８) 駐輪場        

 (９) 駅舎         (９) 駅舎        

 駅前

地区

Ｂ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

    83㎡    駅前

地区

Ｂ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

    83㎡   

     ただし、

良好な

居住環

境を害

するお

それが

ないと

して区

長が認

めたも

のにつ

いては、

この限

りでな

い。 

       ただし、

良好な

居住環

境を害

するお

それが

ないと

して区

長が認

めたも

のにつ

いては、

この限

りでな

い。 

  

 ２ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

       ２ ナイトクラ

ブその他設備を

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

      

 ３ ダンスホー        ３ ダンスホー       
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ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

 ４ 足立区画街

路第11号線に面

する１階部分の

主たる用途が次

に掲げる用途以

外の建築物。ただ

し、戸建住宅、長

屋又は敷地の形

態上及び建築物

の安全上やむを

得ないと区長が

認めたものにつ

いては、この限り

でない。 

       ４ 足立区画街

路第11号線に面

する１階部分の

主たる用途が次

に掲げる用途以

外の建築物。ただ

し、戸建住宅、長

屋又は敷地の形

態上及び建築物

の安全上やむを

得ないと区長が

認めたものにつ

いては、この限り

でない。 

      

 (１) 建築基準

法施行令第130条

        (１) 建築基準

法施行令第130条
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の５の３各号に

掲げるもの 

の５の３各号に

掲げるもの 

 (２) 事務所         (２) 事務所        

 (３) 診療所、病

院 

        (３) 診療所、病

院 

       

 (４) 保育所、児

童厚生施設 

        (４) 保育所、児

童厚生施設 

       

 (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観

覧場 

        (５) 劇場、映画

館、演芸場又は観

覧場 

       

 (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

        (６) 巡査派出

所、公衆電話所そ

の他これらに類

する公益上必要

な建築物 

       

 (７) ホテル又

は旅館 

        (７) ホテル又

は旅館 

       

 (８) 駐輪場         (８) 駐輪場        

 幹線

道路

沿道

地区

Ａ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

        幹線

道路

沿道

地区

Ａ 

１ 風営法第２

条第１項に規定

する風俗営業を

営む建築物及び

同条第６項に規

定する店舗型性

風俗特殊営業を

営む建築物 

       

 幹線

道路

２ ナイトクラ

ブその他設備を

10分の

30 

10分の

60 

      幹線

道路

２ ナイトクラ

ブその他設備を
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沿道

地区

Ｂ 

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

３ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

沿道

地区

Ｂ 

設けて客にダン

スをさせ、かつ、

客に飲食をさせ

る営業を営む建

築物（前項に該当

する営業を営む

ものを除く。） 

３ ダンスホー

ルその他設備を

設けて客にダン

スをさせる営業

（客にダンスを

教授するための

営業のうちダン

スを教授する者

が客にダンスを

教授する場合に

のみ客にダンス

をさせる営業を

除く。）を営む建

築物 

 住工

共存

地区

Ａ 

        住工

共存

地区

Ａ 

       

 住工

共存

地区

Ｂ 

         住工

共存

地区

Ｂ 
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       足立区江北三・四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区江北三・四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

○足立区江北三・四丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

平成19年７月11日条例第46号 平成19年７月11日条例第46号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第16条 （省略） 第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第６５号議案 
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    足立区千住旭町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区千住旭町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区千住旭町地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成21年３月25日条例第27号 平成21年３月25日条例第27号 

  

第１条 （省略） 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成27年足立区告示第548号に定め

る東京都市計画地区計画千住旭町地区地区計画（以下「地区計画」という。）

の区域のうち地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画の区域」

という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画千住

旭町地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第12

条の５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備

計画の区域」という。）に適用する。 

 

第３条 （省略） 第３条 （現行のとおり） 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

第６６号議案 
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改正前 改正後 

ものは、算入しない。 ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

７ 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した

建築物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項第３号の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ 法第59条の２第１項（削除）の規定により特定行政庁が許可した建築物

の容積率は、その許可の範囲内において、第１項第３号の規定による限度

を超えるものとすることができる。 

 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第５条 第５条 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 省略 ３ （現行のとおり） 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定により土地を収用

し、若しくは使用することができる都市計画事業又はこれらの事業に係る

土地収用法第16条に規定する関連事業 

(１) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げるものに関する

事業若しくは都市計画法の規定により土地を収用し、若しくは使用するこ

とができる都市計画事業又はこれらの事業に係る土地収用法第16条に規定

する関連事業 

(２)～(５) （省略） (２)～(５) （現行のとおり） 

４ 省略 ４ （現行のとおり） 

  

第６条～第15条 （省略） 第６条～第15条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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     足立区花畑五丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区花畑五丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

○足立区花畑五丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

平成24年３月28日条例第24号 平成24年３月28日条例第24号 

  

第１条 （省略） 

 

第１条 （現行のとおり） 

 

（適用区域） （適用区域） 

第２条 この条例の適用を受ける区域は、平成27年足立区告示第299号に定め

る東京都市計画地区計画花畑五丁目地区地区計画（以下「地区計画」とい

う。）の区域のうち地区整備計画が定められた区域（以下「地区整備計画

の区域」という。）内とする。 

第２条 この条例の規定は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１

項の規定による都市計画の決定の告示があった東京都市計画地区計画花畑

五丁目地区地区計画（以下「地区計画」という。）の区域のうち、同法第

12条の５第２項に規定する地区整備計画が定められた区域（以下「地区整

備計画の区域」という。）に適用する。 

 

第３条 （省略） 第３条 （現行のとおり） 

  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

第６７号議案 
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改正前 改正後 

ものは、算入しない。 ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

  

第５条～第14条 （省略） 

 

第５条～第14条 （現行のとおり） 

 

（罰則） （罰則） 

第15条 （省略） 

２ 前項第１号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の

故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、

当該建築主に対して前項の刑を科する。 

 

第15条 （現行のとおり） 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の

故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、

当該建築主に対して前項の刑を科する。 

第16条 （省略） 第16条 （現行のとおり） 

  

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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      足立区竹ノ塚駅中央地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区竹ノ塚駅中央地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

○足立区竹ノ塚駅中央地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

平成30年３月28日条例第16号 平成30年３月28日条例第16号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

７ 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した

建築物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項の規定による限度

を超えるものとすることができる。 

 

６ 法第59条の２第１項又は長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成

20年法律第87号）第18条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物

及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成14年法律第78号）

第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物（地区の区分のう

ち沿道地区－Ｂ－１及び沿道地区－Ｂ－２の区域内の建築物を除く。）の

第６８号議案 
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改正前 改正後 

容積率は、その許可の範囲内において、第１項の規定による限度を超える

ものとすることができる。 

 

第５条～第６条 （省略） 第５条～第６条 （現行のとおり） 

 

（建築物等の高さの最高限度） （建築物等の高さの最高限度） 

第７条 第７条 

１～２ （省略） １～２ （現行のとおり） 

３ 前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適

用しない。 

３ 前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適

用しない。 

（１） 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物 （１） （削除） 

（２） 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法

律第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築物 

（１） 法第59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法

律第105条第１項並びに長期優良住宅の普及の促進に関する法律第18条第

１項の規定により特定行政庁が許可した建築物 

（３） （省略） 

 

（２） （現行のとおり） 

第８条～第15条 （省略） 

 

第８条～第15条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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    足立区竹の塚北地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区竹の塚北地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区竹の塚北地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成30年７月２日条例第41号 平成30年７月２日条例第41号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第16条 （省略） 第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第６９号議案 
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     足立区江北七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区江北七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

○足立区江北七丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

平成30年７月２日条例第42号 平成30年７月２日条例第42号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４（省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第７０号議案 
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    足立区興野周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区興野周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区興野周辺地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

令和元年７月４日条例第11号 令和元年７月４日条例第11号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

６ （削除） 

 

７ 法59条の２第１項及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律（平

成14年法律第78号）第105条第１項の規定により特定行政庁が許可した建築

物の容積率は、その許可の範囲内において、第１項第３号の規定による限

度を超えるものとすることができる。 

 

７ （削除） 

第７１号議案 
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改正前 改正後 

第５条～第15条 （省略） 

 

第５条～第15条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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       足立区東保木間一丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区東保木間一丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

○足立区東保木間一丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

令和２年３月25日条例第11号 令和２年３月25日条例第11号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条  第４条  

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

第７２号議案 
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      足立区谷在家三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区谷在家三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

○足立区谷在家三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例 

令和３年３月24日条例第13号 令和３年３月24日条例第13号 

  

第１条～第３条 （省略） 

 

第１条～第３条 （現行のとおり） 

 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 第４条 

１～４ （省略） １～４ （現行のとおり） 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第18号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

５ 第１項に規定する延べ面積には、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成18年法律第91号）第17条第３項の規定による計画

の認定を受けた計画（同法第18条第１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に係る建築物（以下「認定特定建築物」とい

う。）の建築物特定施設（同法第２条第20号に規定する建築物特定施設を

いう。以下同じ。）の床面積のうち、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379号）第26条の規定により、

認定特定建築物の延べ面積の10分の１を限度として、通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定める

ものは、算入しない。 

６ 法第52条第14項の規定により特定行政庁が許可した建築物の容積率は、

第１項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、同項の規定によ

る限度を超えるものとすることができる。 

 

６ （削除） 

第５条～第16条 （省略） 

 

第５条～第16条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

第７３号議案 
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（１）地区計画（面積 約 1,274.4ha）          条例改正対象地区 

番号 名称 面積（ha） 

１ 神明三丁目地区地区計画 5.8 

２ 扇一丁目地区地区計画 3.6 

３ 中央本町地区地区計画 12.1 

４ 梅島地区地区計画 1.4 

５ 伊興町前沼地区地区計画 8.3 

６ 舎人四丁目地区地区計画 12.2 

７ 千住大川端地区再開発地区計画 8.3 

８ 竹ノ塚駅西口地区地区計画 0.9 

９ 高野地区地区計画 10.5 

10 小台一丁目地区地区計画 18.9 

11 花畑北部地区地区計画 55.3 

別紙４ 
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番号 名称 面積（ha） 

12 島根四丁目地区地区計画 12.6 

13 梅島一丁目地区地区計画 4.8 

14 新田地区地区計画 55.7 

15 六町地区地区計画 70.0 

16 佐野六木地区地区計画 24.6 

17 上沼田南地区地区計画 15.9 

18 西新井駅西口周辺地区地区計画 43.0 

19 保塚町地区地区計画 21.4 

20 島根二丁目地区地区計画 9.5 

21 中川一丁目南地区地区計画 2.3 

22 足立北部地域舎人・古千谷本町地区地区計画 121.5 

23 足立北部地域西伊興地区地区計画 109.7 

24 足立北部地域東伊興地区地区計画 92.5 

25 足立東部地域平野・東六月町地区地区計画 55.8 

26 足立東部地域神明南地区地区計画 76.4 

27 足立東部地域神明地区地区計画 28.7 

28 足立東部地域神明西地区地区計画 5.1 

29 足立東部地域南花畑一・三・四丁目地区地区計画 18.1 

30 足立東部地域花畑七・八丁目地区地区計画 17.0 

31 東綾瀬二・三丁目地区地区計画 11.9 

32 江北駅周辺地区地区計画 26.7 

33 西新井三丁目地区地区計画 8.4 

34 綾瀬七丁目地区地区計画 1.6 

35 千住三丁目地区地区計画 11.4 

36 江北三・四丁目地区地区計画 19.4 

37 千住大橋駅周辺地区地区計画 69.3 

38 千住旭町地区地区計画 20.7 

39 花畑五丁目地区地区計画 21.9 

40 鹿浜二丁目西地区地区計画 3.2 

41 花畑七丁目中地区地区計画 1.7 

42 補助第 138号線中央本町地区地区計画 4.8 

43 一ツ家二丁目北地区地区計画 3.6 

44 補助第 138・140号線弘道二丁目周辺地区地区計画 5.2 

45 竹ノ塚駅中央地区地区計画 39.7 
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番号 名称 面積（ha） 

46 竹の塚北地区地区計画 9.9 

47 江北七丁目地区地区計画 3.8 

48 興野周辺地区地区計画 49.1 

49 東保木間一丁目地区地区計画 4.5 

50 綾瀬駅東口周辺地区地区計画 14.2 

51 谷在家三丁目地区地区計画 3.3 

52 神明二丁目周辺地区地区計画 9.7 

53 北綾瀬駅周辺地区地区計画 4.2 

54 辰沼一丁目地区地区計画 4.3 

 

（２）防災街区整備地区計画（面積 約 204.7ha）     条例改正対象地区 

番号 名称 面積（ha） 

防１ 足立一・二・三・四丁目地区防災街区整備地区計画 62.7 

防２ 関原一丁目地区防災街区整備地区計画 13.6 

防３ 西新井駅西口周辺地区防災街区整備地区計画 51.9 

防４ 千住仲町地区防災街区整備地区計画 15.7 

防５ 千住西地区防災街区整備地区計画 60.8 

 

（３）沿道地区計画（面積 約 91.99ha 延長 約 15.3km） 

番号 名称 面積、延長 

沿１ 国道４号Ａ地区（日光街道）沿道地区計画 21.59ha、3.7km 

沿２ 足立区環状七号線Ａ地区沿道地区計画 7.6ha、1.2km 

沿３ 足立区環状七号線Ｂ地区沿道地区計画 11.7ha、1.7km 

沿４ 足立区環状七号線Ｃ地区沿道地区計画 25.9ha、4.5km 

沿５ 足立区環状七号線Ｄ地区沿道地区計画 17.0ha、2.8km 

沿６ 国道４号Ｂ地区（日光街道）沿道地区計画 8.2ha、1.4km 
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第７４号議案説明資料 
令和５年６月３０日 

件  名 特別区道路線の認定について 

所管部課名 道路公園整備室道路公園管理課 

内  容 

以下の理由により特別区道路線として認定するため、この案を提出する。 

 

１ 理由 

この路線は、両端が足立区道に接する私道である。通行上、防火上等 

に欠くことのできない生活道路であり、土地の寄付の申し出があったこ 

とから、特別区道路線に認定する。 

 

２ 概要 

所 在 足立区伊興本町一丁目地内 

幅 員 4.95～6.00ｍ 

延 長 82.56ｍ 

面 積 432.63㎡ 

 

足立区伊興本町一丁目地内略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例   新認定特別区道路線 
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第７５号議案説明資料 
令和５年６月３０日 

件  名 損害賠償請求に関する和解について 

所管部課名 道路公園整備室西部道路公園維持課 

内  容 

本件は、平成１９年に区立島
しま

糀屋
こうじや

公園
こうえん

（足立区鹿浜二丁目２２番１号）内

の少年野球場で受傷した事件に係わる損害賠償について、原告から請求額 

１０７,７１０,０００円の訴訟を提起された件について、相手との合意に基

づき和解するため、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に基づき、議

案を提出する。 

 

１ 和解の概要 

（１）区は、本件事件に係わる治療費、逸失利益、後遺障害慰謝料等として

和解金 １１，５００，０００円を支払う。 

（２）原告はその余の請求を放棄する。 

（３）原告と被告は、本件に関し、本和解条項に定めるもののほか、何らの

債権債務がないことを相互に確認する。 

 

２ 経過概要 

（１）平成１９年９月１６日 

当時３４歳であった相手方が、親戚の子どもとサッカーをして遊んで 

いた際、グラウンドの金属製側溝蓋が逆さまになっており、それを相手 

方が踏み、突起物が運動靴を貫通し、左足土踏まず部分に裂傷を負った。 

傷病名：左足関節骨髄炎（当初：左足底部皮膚裂傷） 

（２）平成２９年３月２９日 

菌が付着している骨を削る手術を行う。退院以降も外来診察継続。 

（３）令和３年６月１６日 

原告が区を提訴。 

（４）令和５年１月２０日 

裁判所が提示した和解案について原告と被告、双方が承諾。 

 

３ 保険適用 

特別区自治体総合賠償責任保険により、和解金は全額補填される。 

 

４ 今後の方針 

令和５年第２回定例会議決後、相手方と和解を成立させる。 
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 案内図 
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 平面図 

 

 

 

少年野球場 

事故現場 

島
し ま

糀屋
こ う じ や

公園
こ う え ん

 

 

別紙 
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